
骨太2016、経済・財政再生計画改革工程表
の指摘事項について 
 （１）高額療養費について 
 （２）後期高齢者の窓口負担について 

平成２８年７月１４日 

厚生労働省保険局 

平成２８年７月１４日 第９６回社会保障審議会医療保険部会 資 料 ２ 



５．主要分野ごとの改革の取組 
（１）社会保障 
① 基本的な考え方 
 社会保障分野においては、世界に冠たる国民皆保険・皆年金を維持し、これを次世代に引き渡
すことを目指し、「経済・財政再生計画」に掲げられた医療・介護提供体制の適正化、インセンティ
ブ改革、公的サービスの産業化、負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化、薬価・調剤等
の診療報酬及び医薬品等に係る改革、年金、生活保護等に係る44の改革項目について、改革
工程表に沿って着実に改革を実行していく。 

 経済財政運営と改革の基本方針２０１６（抄） 
（平成２８年６月２日閣議決定） 
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３.  主要分野毎の改革の取組 
(２) 負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化 
 
(取組方針・時間軸) 
  世代間・世代内での負担の公平を図り、負担能力に応じた負担を求める観点から、 
(ⅰ) 医療保険における高額療養費制度及び介護保険における高額介護サービス費制度の見直

しについて、関係審議会等において具体的内容を検討し、2016年末までに結論を得て、その結
果に基づいて速やかに必要な措置を講ずる。 

(ⅱ) 医療保険における後期高齢者の窓口負担の在り方について、関係審議会等において検討し、
集中改革期間中に結論を得る。 

 経済・財政再生アクション・プログラム（抄） 
（平成２７年１２月２４日 経済財政諮問会議決定） 

（負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化） 
・   社会保障制度の持続可能性を中長期的に高めるとともに、世代間・世代内での負担の公平を 
  図り、負担能力に応じた負担を求める観点から、医療保険における高額療養費制度や後期高齢 
  者の窓口負担の在り方について検討する（略）。 

 経済財政運営と改革の基本方針２０１５（抄） 
（平成２７年６月３０日閣議決定） 

2 



2014・2015年度 

集中改革期間 
2019 
年度 

2016年度 
2017 
年度 

2018 
年度 

－ － 

負
担
能
力
に
応
じ
た
公
平
な
負
担
、
給
付
の
適
正
化 

通常国会 概算要求 
税制改正要望等 

年末 通常国会 

ＫＰＩ 
（第一階層） 

ＫＰＩ 
（第二階層） 

2020 
年度～ 

＜(ⅱ)医療保険における後期高齢者の窓口負担の在り方＞ 

医療保険における後期高齢者の窓口負担の在り方について、70歳から74歳の窓口負担の段階的な引上げの実施状況
等も踏まえつつ、関係審議会等において検討し、結論 

＜(ⅳ)介護保険における利用者負担の在り方 等＞ 

介護保険における利用者負担の在り方について、制度改正の施行
状況や医療保険制度との均衡の観点も踏まえつつ、関係審議会等
において検討し、2016年末までに結論 

関係審議会等における
検討の結果に基づいて
必要な措置を講ずる
（法改正を要するものに
係る2017年通常国会へ
の法案提出を含む） 

＜㉔世代間・世代内での負担の公平を図り、負担能力に応じた負担を求める観点からの検討＞ 
＜(ⅰ)高額療養費制度の在り方＞ 

高額介護サービス費制度の見直しについて、制度改正の施行状況
や高額療養費との均衡の観点も踏まえつつ、関係審議会等におい
て具体的内容を検討し、 2016年末までに結論 

外来上限や高齢者の負担上限額の在り方など、高額療養費制度
の見直しについて、世代間・世代内の負担の公平や負担能力に
応じた負担等の観点から、関係審議会等において具体的内容を
検討し、2016年末までに結論 

＜(ⅲ)高額介護サービス費制度の在り方＞ 

関係審議会等
における検討の
結果に基づいて
速やかに必要
な措置を講ずる 

関係審議会等
における検討の
結果に基づいて
速やかに必要な
措置を講ずる 

≪厚生労働省≫ 

≪主担当府省庁等≫ 

経済・財政再生計画 改革工程表 
(平成27年12月24日 経済財政諮問会議決定) 
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第４条 

７ 政府は、持続可能な医療保険制度等を構築するため、次に掲げる事項その他必要な事項について検討を
加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

一 医療保険制度等の財政基盤の安定化についての次に掲げる事項 

ハ 健康保険法等の一部を改正する法律（平成25年法律第26号）附則第２条に規定する所要の措置 

   ※ 附則第２条は、協会けんぽ国庫補助率について、「高齢者医療に要する費用負担の在り方についての検討状
況等を勘案し、平成26年度までの間に検討を行い、必要があると認められるときは、所要の措置を講ずる」と規定
している。 

二 医療保険の保険料に係る国民の負担に関する公平の確保についての次に掲げる事項 

イ 国民健康保険の保険料及び後期高齢者医療の保険料に係る低所得者の負担の軽減 

ロ 被用者保険等保険者に係る高齢者医療確保法第118条第1項に規定する後期高齢者支援金の額の
全てを当該被用者保険等保険者の標準報酬総額に応じた負担とすること 

三  医療保険の保険給付の対象となる療養の範囲の適正化等についての次に掲げる事項 

イ 低所得者の負担に配慮しつつ行う七十歳から七十四歳までの者の一部負担金の取扱い及びこれと
併せた負担能力に応じた負担を求める観点からの高額療養費の見直し 

 

８ 政府は、前項の措置を平成26年度から平成29年度までを目途に順次講ずるものとし、このために必要な法
律案を平成27年に開会される国会の常会に提出することを目指すものとする。 

９ 政府は、第７項の措置の実施状況等を踏まえ、高齢者医療制度の在り方について、必要に応じ、見直しに向けた検
討を行うものとする。 

 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律 
（平成２５年１２月１３日公布・施行） 
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 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律 (抄) 
（平成２７年５月２９日公布・施行） 

附 則 
 (検討) 
第２条 政府は、この法律の公布後において、持続可能な医療保険制度を構築する観点から、医療に要する費

用の適正化、医療保険の保険給付の範囲及び加入者等の負担能力に応じた医療に要する費用の負担の在り
方等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 
【衆議院附帯決議】 (抄) 
三 本法による制度改革の実施状況を踏まえつつ、高齢者医療制度を含めた医療保険制度体系、保険給付の

範囲、負担能力に応じた費用負担の在り方等について、必要に応じ、盤石な医療保険制度を再構築するため
の検討を行うこと。 

 
【参議院附帯決議】 (抄) 
二、高齢者医療制度及び被用者保険について 
１ 高齢者の医療費の増加等に伴い、現役世代の負担が大きくなっている中で、持続可能な医療保険制度の確

立に向けて、更なる医療保険制度改革を促進するとともに、負担の公平性等の観点から高齢者医療制度に関
する検討を行うこと。 

２ 前期高齢者納付金及び後期高齢者支援金については、今後高齢化の一層の進展が見込まれていることを踏
まえ、現役世代の拠出金負担が過大とならないよう、本法に規定された拠出金負担が特に重い保険者に対す
る拠出金負担軽減措置を講ずるとともに、将来にわたって高齢者医療運営円滑化等補助金の財源を確保する
よう努めること。 

３ 後期高齢者支援金の総報酬割の拡大に当たっては、被用者保険の保険財政への影響の評価及び検証を行
うとともに、被用者保険の保険者及び被保険者に十分な説明を行い、その理解と納得を得るよう努めること。 
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○ 現役世代の負担の伸びを寝かせる、或いは止めるという方向の制度改革が必要で
はないか。 

 
○ 現役並み所得という考え方についても論点となるのではないか。 
 
○ 高齢者は疾病数が増え長期化するという特性も踏まえながら、医療費を国民全体で

どう支えていくか、何が国民の利益か、考えていくべき。 
 
○ 高齢者は収入が増えない中で、どのような負担が必要か検討すべき。 
 
○ 制度の持続可能性を考えつつ、世代間の負担の公平性を検討した上で見直すこと

が必要。 
 
○ 検討に当たっては、現役世代が納得できる制度という視点を念頭に置かなければな

らない。 
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第95回（平成28年５月26日）における 

高齢者の自己負担等に関する意見について 

白川委員 

白川委員 

樋口委員 

樋口委員 

小林委員 

新谷委員 
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参 考 資 料 



 

後期高齢者医療制度 

 

約15兆円 

 

【医療保険制度の体系】 

65歳 

75歳 

・75歳以上 
・約1,660万人 
・保険者数：47（広域連合） 

健康保険組合 協会けんぽ（旧政管健保）  国民健康保険 
（市町村国保＋国保組合） 

共済組合 

 ※１ 加入者数・保険者数、金額は、平成28年度予算ベースの数値。 
 ※２ 上記のほか、経過措置として退職者医療（対象者約90万人）がある。 
 ※３ 前期高齢者数（約1640万人）の内訳は、国保約1310万人、協会けんぽ約220万人、健保組合約90万人、共済組合約10万人。          

  約10兆円 約５兆円 健保組合・共済等 約４兆円 

・大企業のサラリーマン 
・約2,870万人 
・保険者数：約1,400 

・中小企業のサラリーマン 
・約3,550万人 
・保険者数：１ 

・公務員 
・約870万人 
・保険者数：85 

・自営業者、年金生活者、  
   非正規雇用者等 
・約3,600万人 
・保険者数：約1,900 

前期高齢者財政調整制度（約1640万人）約７兆円（再掲） ※３ 

（平成28年度予算ベース） 
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高齢者医療制度 
・ 国保と被用者保険の二本立てで国民皆保険を実現しているが、所得が高く医療費の低い現役世代は被用者保険に多く加入する一方、退職
して所得が下がり医療費が高い高齢期になると国保に加入するといった構造的な課題がある。このため、高齢者医療を社会全体で支える観
点に立って、75歳以上について現役世代からの支援金と公費で約９割を賄うとともに、65歳～74歳について保険者間の財政調整を行う仕
組みを設けている。 

・ 旧老人保健制度において「若人と高齢者の費用負担関係が不明確」といった批判があったことを踏まえ、75歳以上を対象とする制度を設
け、世代間の負担の明確化等を図っている。  

後期高齢者医療制度 

＜対象者数＞  

 ７５歳以上の高齢者 約１,６６０万人 
 

＜後期高齢者医療費＞  

１６.３兆円（平成２８年度予算ベース） 

  給付費 １５.０兆円   
      患者負担 １.２兆円 
 

＜保険料額（平成２８・２９年度見込）＞  
  全国平均 約５,６６０円／月    
  ※ 基礎年金のみを受給されている方は 
    約３８０円／月 

※上記のほか、保険料軽減措置や高額医療費の支援等の公費 0.5兆円 

被保険者 

（７５歳以上の者） 

各医療保険（健保、国保等）の被保険者 

（０～７４歳） 

【全市町村が加入する広域連合】 

医療保険者 
健保組合、国保など 

保険料 

＜交付＞ 

社会保険診療 
報酬支払基金 

患者 
 

負担 

公費（約５割）７.１兆円 
〔国：都道府県：市町村＝４.７兆円：１.２兆円：１.２兆円＝４：１：１ 

高齢者の保険料 １.２兆円 
約１割[軽減措置等で実質約7％程度] 

後期高齢者支援金（若年者の保険料） ６.  ３兆円 
約４割 

保険給付 

＜支援金内訳＞ 
協会けんぽ    ２.０兆円 
健保組合    ２.０兆円 
共済組合    ０.６兆円 
市町村国保等 １.６兆円 

＜納付＞ 
年金から 
天引き 

口座振替・ 
銀行振込等 

前期高齢者に係る財政調整 

 

 ＜対象者数＞  
 ６５～７４歳の高齢者  
 約１,６４０万人 
 

 ＜前期高齢者給付費＞  
 ６.８兆円  
（平成２８年度予算ベース） 
  

市町村国保等 

5.６兆円 
協会けんぽ 

健保組合 
０.３兆円 

１７％ 

0.８兆円 

３６％ ６４％ 

共済 
０.５兆円 

(870万人) 

健保組合 協会けんぽ 市町村国保等 

2.５兆円（3,600万人） ２.１兆円（3,550万人） 1.６兆円（2,870万人） 

共済 

0.1兆円 
 

 

８３％ 【調整前】 

【調整後】 

納付金 協会けんぽ １.３兆円、健保 １.３兆円、共済 ０.５兆円 

交付金 市町村国保等３.２兆円 

７５歳未満の加入者数 
に応じて負担 

健保組合 

0.3兆円 
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後期高齢者（老人）医療費 （兆円）  
※ （ ）内は後期高齢者（老人）医療費の国民医療費に占める割合  

国民医療費の対GDP比 

老人医療の対象年齢の引上げ 
70歳以上 → 75歳以上 

 （～H14.9）  （H19.10～） 

国民医療費の対国民所得比 

（参考）総保健医療支出の対GDP比 

国 民 医 療 費 （兆円） 

注１ 国民所得及びGDPは内閣府発表の国民経済計算による。総保健医療支出はＯＥＣＤ諸国の医療費を比較する際に使用される医療費で、予防サービスなども含んでおり、 

   国民医療費より範囲が広い。2012年のＯＥＣＤ加盟国の医療費の対ＧＤＰ比の平均は9.3％ 

注２ 2014年度の国民医療費（及び後期高齢者医療費。以下同じ。）は実績見込みである。2014年度分は、2013年度の国民医療費に2014年度の概算医療費の伸び率（上表の斜字体）を 

   乗じることによって推計している。 

※70-74歳の者の一部負担金割合の予算凍結措置解除（1割→2割）。2014年4月以降新たに70歳に達した者から2割とし、同年3月までに70歳に達した者は1割に据え置く。 

 （兆円）  

（年度） 

＜対前年度伸び率＞ 

1985 
(S60) 

1990 
(H2) 

1995 
(H7) 

2000 
(H12) 

2001 
(H13) 

2002 
(H14) 

2003 
(H15) 

2004 
(H16) 

2005 
(H17) 

2006 
(H18) 

2007 
(H19) 

2008 
(H20) 

2009 
(H21) 

2010 
(H22) 

2011 
(H23) 

2012 
(H24) 

2013 
(H25) 

2014 
(H26) 

国民医療費 6.1 4.5 4.5 ▲1.8 3.2 ▲0.5 1.9 1.8 3.2 ▲0.0 3.0 2.0 3.4 3.9 3.1 1.6 2.2 1.8 

後期高齢者（老人）医療費 12.7 6.6 9.3 ▲5.1 4.1 0.6 ▲0.7 ▲0.7 0.6 ▲3.3 0.1 1.2 5.2 5.9 4.5 3.0 3.6 2.3 

国民所得 7.2 8.1 1.1 1.7 ▲2.2 ▲0.8 1.2 0.5 1.1 1.1 0.8 ▲6.9 ▲3.0 2.4 ▲0.9 0.7 2.9 - 

GDP 7.2 8.6 1.8 0.8 ▲1.8 ▲0.7 0.8 0.2 0.5 0.7 0.8 ▲4.6 ▲3.2 1.3 ▲1.3 0.1 1.8 - 

（診療報酬改定）   0.2％       ▲2.7%       ▲1.0％      ▲3.16％         ▲0.82％              0.19％             0.004％                0.10％          

（主な制度改正） 

（％） 

（実績見込み） 

・介護保険制度施行 
・高齢者１割負担導入 
 （2000）  

・高齢者１割 
  負担徹底 
 （2002） 

・被用者本人 
  ３割負担等 
 （2003） 

・現役並み 
 所得高齢者 
 ３割負担等 
 （2006） 

・未就学児 
  ２割負担 
 （2008） 

・70-74歳 
  ２割負担 (※) 
 （2014） 

医療費の動向 
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後期高齢者医療制度の被保険者数の推移 

年度 
全被保険者 （再掲）現役並み所得者 

（再掲）現役並み所得者 
以外 （再掲） 

低所得Ⅰ該当者 
（再掲） 

低所得Ⅱ該当者 

被保険者数（千人） 
（対前年度比（％）） 

構成比
（％） 

被保険者数（千人） 
（対前年度比（％）） 

構成比 
（％） 

被保険者数（千人） 
（対前年度比（％）） 

構成比 
（％） 

被保険
者数 

（千人） 

構成比 
（％） 

被保険
者数 

（千人） 

構成比 
（％） 

平成20 
13,194 
（－） 

100 
1,077 
（－） 

8.2 
12,117 
（－） 

91.8 2,298 17.4 2,413 18.3 

平成21 
13,616 
（3.2） 

100 
1,033 

（▲4.0） 
7.6 

12,583 
（3.8） 

92.4 2,481 18.2 2,471 18.1 

平成22 
14,060 
（3.3） 

100 
1,013 

（▲2.0） 
7.2 

13,047 
（3.7） 

92.8 2,584 18.4 2,669 19.0 

平成23 
14,484 
（3.0） 

100 
1,013 
（0.1） 

7.0 
13,471 
（3.2） 

93.0 2,674 18.5 2,871 19.8 

平成24 
14,905 
（2.9） 

100 
1,017 
（0.4） 

6.8 
13,888 
（3.1） 

93.2 2,758 18.5 3,034 20.4 

平成25 
15,266 

(2.4) 
100 

1,021 
(0.4) 

6.7 
14,245 

(2.6) 
93.3 2,821 18.5 3,170 20.8 

平成26 
15,545 

(1.8) 
100 

1,038 
(1.7) 

6.7 
14,507 

(1.8) 
93.3 2,867 18.4 3,300 21.2 

平成27 
16,049 

(3.2) 
100 

1,039 
(0.1) 

6.5 
15,010 

(3.5) 
93.5 2,965 18.5 3,552 22.1 

（資料）保険局「平成２５年度後期高齢者医療事業年報」 
※平成２６・２７年度については、「後期高齢者医療毎月事業状況報告（事業月報）平成２７年１２月 総括表（速報値）」中の数値。  11 



医療費の一部負担（自己負担）割合について 

 ６歳 
（義務教育就学前） 

７０歳 

２割負担 

２割負担 
※平成26年４月以降70歳になる者から  

３割負担 

１割負担 
７５歳 ３割 

負担 

現役並み所得者 一般・低所得者 

○ それぞれの年齢層における一部負担（自己負担）割合は、以下のとおり。 

 ・ 75歳以上の者は、１割（現役並み所得者は３割。）。 
 ・ 70歳から74歳までの者は、２割※（現役並み所得者は３割。）。 
 ・ 70歳未満の者は３割。６歳（義務教育就学前）未満の者は２割。 
※ 平成26年4月以降70歳となる者が対象。これまで、予算措置により１割に凍結してきたが、世代間の公平を図る観点から止めるべき等との指

摘を踏まえ、平成26年度から、高齢者の生活に過大な影響が生じることのないよう配慮を行った上で、段階的に２割とした。 
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70～74歳の自己負担の特例措置の見直し 

７０歳 

【１割】 

【３割】 

７５歳 

【１割】 

【２割】 

【１割】 
  

【３割】 

【１割】 

【２割】 

【３割】 

70歳に到達する
者から段階的に
２割負担 

【２割(法定) 
→１割】 

  

【１割】 

【２割】 

【１割】 
  

【３割】 

【１割】 

【２割】 

【１割】 
  

【３割】 

【１割】 

【２割】 

【１割】 

【３割】 

平成26年度 

【３
割
】 

【３
割
】 

【
３
割
】 

【３
割
】 

【３
割
】 

【
３
割
】 

【３
割
】 

【３
割
】 

【
３
割
】 

【
３
割
】 

【
３
割
】 

【
３
割
】 

一般・低所得者 
現役並み 
所得者※ 

平成27年度 平成29年度 平成28年度 平成30年度 平成20～25年度 

６９歳 

７４歳 

※ 現役並み所得者・・・国保世帯：課税所得145万円以上の70歳以上の被保険者がいる世帯、被用者保険：標準報酬月額28万円以上の70歳以上の被保険者及びその被扶養者 
                (ただし、世帯の70歳以上の被保険者全員の収入の合計額が520万円未満(70歳以上の被保険者が1人の場合は383万円未満)の場合及び旧ただし書き所得の合計額が210万円以下の場合（平成27年

1月以降、新たに70歳となる被保険者の属する国保世帯に限る。）は除く) 

○ 社会保障制度改革国民会議報告書等を踏まえ、以下の見直しを実施。     
・ 平成26年４月に新たに70歳になる者（69歳まで３割負担だった者）から、段階的に法定負担割合（２割）とす
る（個人で見ると負担増にならない）。※70歳になる月の翌月の診療から２割負担（４月に70歳になる者は、５月の診療から２割負
担）。 

・ 平成26年３月末までに既に70歳に達している者は、特例措置（１割）を継続する。 
・ 低所得者を含め、高額療養費の自己負担限度額を据え置く。 

 
○ 平成28年度予算 1,146億円 

（参考）平成27年度予算 1,433億円、平成26年度予算1,806億円、平成25年度分予算1,898億円 
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患者負担割合及び高額療養費自己負担限度額（現行） 

負担割合 月単位の上限額（円） 
年収約1,160万円～       
健保：標報83万円以上 
国保：旧ただし書き所得901万円超 

3割 

252,600＋ 
(医療費－842,000)×１%    
<多数回該当：140,100> 

年収約770～約1,160万円    
健保：標報53万～79万円 
国保：旧ただし書き所得600万～901万円 

167,400＋ 
(医療費－558,000)×１%    
<多数回該当：93,000> 

年収約370～約770万円     
健保：標報28万～50万円  
国保：旧ただし書き所得210万～600万円 

80,100＋ 
(医療費－267,000)×１%    
<多数回該当：44,400> 

～年収約370万円        
健保：標報26万円以下   
国保：旧ただし書き所得210万円以下 

57,600   
<多数回該当：44,400> 

住民税非課税 
35,400   

<多数回該当：24,600> 

現役並み所得者 
（年収約370万円～） 
課税所得145万以上 

負担割合 外来（個人ごと） 80,100＋（総医療費－
267,000）×1％ 

＜多数回：44,400＞ 3割 44,400 

一般（～年収約370万円)   
課税所得145万円未満(※1)（※２） 

1割 

12,000 44,400 

住民税非課税 
8,000 

24,600 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000 

現役並み所得者 
（年収約370万円～） 
健保：標報28万円以上 
国保：課税所得145万以上 

負担割合 外来（個人ごと） 80,100＋（総医療費－
267,000）×1％ 

＜多数回：44,400＞ 
3割 44,400 

一般（～年収約370万円） 
健保：標報26万円以下(※1) 
国保：課税所得145万円未満(※1)（※２） 

2割 
（※3） 

12,000 
（※４） 

44,400 
（※４） 

住民税非課税 
8,000 

24,600 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000 

※１ 収入の合計額が520万円未満（1人世帯の場合は383万円未満）の場合も含む。 
※２ 旧ただし書所得の合計額が210万円以下の場合も含む。 

※３ 平成26年４月１日までに70歳に達している者は1割。 
※４ ２割負担の場合は62,100円（外来24,600円）とされていたが、平成26年４月より 
    １割負担だった際の限度額に据え置き。 

（平成27年1月～） 

70
歳
未
満 

70
～
74
歳 

75
歳 
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～昭和４７年 
１２月 

昭和４８年１月～ 昭和５８年２月～ 平成９年９月～ 平成１３年１月～ 
平成１４年
１０月～ 

平成１５年
４月～ 

平成１８年 
１０月～ 

平成２０年４月～ 

老人医療費 
支給制度前 

高
齢
者 

老人医療費支給制度 
（老人福祉法） 

老人保健制度 

７
５
歳
以
上 

後期高齢者 
医療制度 

国
 
保 

３割 

なし 
入院３００円/日 

  
外来４００円/月 

  
  
→１,０００円/日 
  
→ ５００円/日 
（月４回まで） 
＋薬剤一部負担 

定率１割負担 
(月額上限付き) 
＊診療所は定額制を
選択可 

薬剤一部負担の廃止 
高額医療費創設 

定率１割負担 
(現役並み所得者２割) 

定率１割負担 
(現役並み所
得者３割) 

１割負担 
(現役並み所得者３割) 

被
用
者 
本
人 

定額 
負担 

７
０
～
７
４
歳 

２割負担 
(現役並み所得者３割) 

 
※平成26年３月末までに70歳に 
 達している者は１割 
  （平成26年４月以降70歳にな 
 る者から２割） 

若 
  
人 

国 保 
３割 

高額療養費創設(S48～) 

  

入院３割 
外来３割＋薬剤一部負担 

（３歳未満の乳幼児２割（H14年10月～）） 

３割 
薬剤一部負
担の廃止 

３割 

７
０
歳
未
満 

３割 
(義務教育就学前2割) 被

用
者 
家
族 

５割 

被用者 
本 人 

定額     →１割(S59～) 
        高額療養費創設 

  

入院２割 
外来２割＋薬剤一部負担 

   

被用者 
家 族 

３割(S48～) →入院2割(S56～) 
高額療養費創設 外来３割(S48～)     

入院２割 
外来３割＋薬剤一部負担 

（３歳未満の乳幼児２割（H14年10月～）） 

医療保険制度における自己負担の推移 

（注）・昭和59年に特定療養費制度を創設。将来の保険導入の必要性等の観点から、従来、保険診療との併用が認められなかった療養について、先進的な医療技
術等にも対象を拡大し、平成18年に保険外併用療養費制度として再構成。 

・平成6年10月に入院時食事療養費制度創設、平成18年10月に入院時生活療養費制度創設 
・平成14年10月から3歳未満の乳幼児は2割負担に軽減、平成20年4月から義務教育就学前へ範囲を拡大 

（参考）介護保険はこれまで１割に据え置いている利用者負担について、相対的に負担能力のある一定以上の所得がある者については自己負担割合を平成27年８   
    月から２割とする改正を行った。     15 



（例）７０歳未満・年収約３７０万円～約７７０万円の場合（３割負担） 

医療費 １００万円 

高額療養費として支給  ３０万円－８７,４３０円 ＝ ２１２,５７０円 

高額療養費制度の概要 

※80,100÷0.3=267,000 

○ 高額療養費制度は、家計に対する医療費の自己負担が過重なものとならないよう、医療機関の窓口において医

療費の自己負担を支払っていただいた後、月ごとの自己負担限度額を超える部分について、事後的に保険者から

償還払い（※）される制度。 

 （※１）入院の場合、医療機関の窓口での支払いを自己負担限度額までにとどめる現物給付化の仕組みを導入 
 （※２）外来でも、平成２４年４月から、同一医療機関で自己負担限度額を超える場合に現物給付化を導入 

○ 自己負担限度額は、被保険者の所得に応じて設定される。 

窓口負担 ３０万円 

自己負担限度額  ８０,１００円＋（１,０００,０００円－２６７,０００円※）×１％ ＝ ８７,４３０円 

（注）同一の医療機関における一部負担金では限度額を超えない場合であっても、同じ月の複数の医
療機関における一部負担金（７０歳未満の場合は２万１千円以上であることが必要）を合算する
ことができる。この合算額が限度額を超えれば、高額療養費の支給対象となる。 
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高額療養費制度の主な改正経緯 

○ 高額療養費制度は、昭和４８年の制度創設以来、数次の改正の中で、低所得者の所得区分の設定、世帯合算方式
や多数該当世帯の負担軽減、入院時の現物給付化などの見直しを行ってきた。 

制度改正(施行年月) 高額療養費制度の改正内容 その他の主な制度改正 

昭和４８年１０月 

・医療の高度化により高額の自己負担を必要とする場合が少な
くないことを踏まえ、被扶養者について高額療養費制度を創
設 

・被扶養者の自己負担の引下げ(５割→３割) 

昭和５６年３月 
・被保険者本人の低所得者について高額療養費を創設 
・被扶養者について低所得者の所得区分を創設 

・被扶養者の自己負担の引下げ(入院３割→２割) 
・本人一部負担金(定額)の引上げ 

昭和５９年１０月 

・被保険者本人の低所得者以外にも高額療養費を創設 
・世帯合算方式の創設 
 ※合算対象基準額（一般3万円、低所得者2万1千円） 
・多数該当世帯の負担軽減を創設 
・高額長期疾病の特例(血友病、慢性腎不全)を創設 

・被保険者本人の定率負担(１割)の導入 
・退職者医療制度の創設 

平成８年６月 ・高額長期疾病の特例の対象に後天性免疫不全症候群を追加 

平成１３年１月 

・高所得者の実質的な負担率が低下していたことを踏まえ、上
位所得者の区分を創設 

・一定額を超えた医療費の１％を自己負担限度額に加算 

・一般保険料と介護保険料を合算した率に適用され
ていた保険料率の上限を、一般保険料率のみに適
用する改正 

平成１４年１０月 

・70歳以上について入院時の高額療養費の現物給付化 
・平均標準報酬月額に対する自己負担限度額の水準の引上げ

(22％→25％) 
・一般・上位所得者の合算対象基準額の引下げ（3万円→2万1千

円） 

・保険料の総報酬制(ボーナスに標準報酬月額と同
一の保険料率を賦課)を導入(平成15年4月施行) 

・被保険者本人の３割負担の導入(平成15年4月施
行) 

平成１９年４月 
・70歳未満について入院時の高額療養費の現物給付化 ・現役並み所得のある高齢者の自己負担の引上げ

(２割→３割) 

平成２４年４月 ・外来時の高額療養費の現物給付化 

平成２７年１月 
・70歳未満について所得区分を細分化（3段階→5段階）、 
 自己負担限度額の見直し 
  （年収約370万円以下は引下げ、約770万円以上は引上げ）  

・70～74歳の自己負担の特例措置の見直し 
(平成26年4月に新たに70歳になる者から段階的に2割負担) 

※ 上記の改正のほか、平均的な給与の伸び、可処分所得の伸びを勘案して、自己負担限度額の見直しを行ってきた。  
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高額療養費の支給状況 

※ 平成25年度実績（各制度の事業年報等を基に保険局調査課が作成。） 
※ 支給件数は、機械的に、平成25年度のものを12で除して月平均としている。現物給付と現金給付の両方とも支給されている

者が存在するため、必ずしも件数が支給者数とは一致しない。 

○ 75歳以上の者に支給される高額療養費の一人当たり支給額やその割合は、75歳未満と比較し
て 高い傾向にあると考えられる。 

○ また、75歳未満の者は75歳以上と比較し、一件当たりの支給額が高い。 

加入者
数（①） 
（千人） 

支給件数（千件） 
支給金
額（④） 
（億円） 

一人当た
り支給額 
（④／①） 

（円） 

一件当た
り支給額 
（④／③） 

（円） 

支給割合※ 

（②／①） 
（％） 

月平均（②）※ 年間（③） 

現物 
給付 

現金 
給付 計 

現物 
給付 

現金 
給付 

計 

 
75歳
以上 

 

15,289 992 1,696 2,688 11,904 20,349 32,253 5,429 35,509 16,832 17.6 

 
75歳
未満 

 

111,200 1,265 553 1,818 15,180 6,632 21,811 16,772 1,507 76,894 1.63 
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後期高齢者医療制度の負担区分別被保険者数 

※厚生労働省保険局「平成25年度後期高齢者医療事業年報」 

区分 自己負担割合 
自己負担限度額 

人数（万人） 

外来 

現役並み所得者 3割負担 44,400円 
80,100円+ 

（総医療費－267,000円）×1％ 
＜多数回該当：44,400円＞ 

102 

（6.7%） 

一 般 

１割負担 

12,000円 44,400円 
825 

（54.0%） 

低所得者 

住民税 
非課税 

8,000円 

24,600円 
317 

（20.8%） 

住民税 
非課税 
（所得が 

一定以下） 

15,000円 
282 

(18.5%） 

被保険者計 1,527 

※括弧内は被保険者に占める割合 

○ 後期高齢者医療の被保険者において、現役並み所得者が約７％である一方で、低所得者
は約４割を占める。 
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年齢階級別の負担状況① 

○ 高齢者の医療費は年齢が高くなるにつれて大きくなるが、自己負担額の医療費に占める割
合は高齢者のほうが低い。 

○ 収入に対する自己負担の割合は、75歳以上が一番高い。 

※１ 平成26年4月以降70歳に達した者から、自己負担割合は２割。 
※２ 一人あたり医療費、自己負担額は、各制度の事業年報等をもとに作成した平成24年度の値。 
※３ 平均収入額は、平成25年国民生活基礎調査（抽出調査）による平成24年の数値。 

平均収入に対する自己負担の割合 
年齢（負担割合） 平均収入（年） 自己負担額（年） 収入に対する自己負担の割合 

75歳以上（１割、現役並み所得３割） 174万円 7.4万円 4.3％ 

70～74歳※１ 

法定２割 
(現役並み所得３割) 

202万円 

7.1万円 3.5％ 

１割凍結 

(現役並み所得３割) 
4.3万円 2.1％ 

65～69歳（３割） 236万円 8.9万円 3.8％ 

20～64歳（３割） 274万円 3.9万円 1.4％ 

年齢（負担割合） 1人当たり医療費（年） 自己負担額（年） 医療費に対する自己負担の割合 

75歳以上（１割、現役並み所得３割） 91.8万円 7.4万円 8.1％ 

70～74歳※１ 

法定２割 
(現役並み所得３割) 

56.2万円 

7.1万円 12.6％ 

１割凍結 

(現役並み所得３割) 
4.3万円 7.7％ 

65～69歳（３割） 42.2万円 8.9万円 21.1％ 

20～64歳（３割） 17.5万円 3.9万円 22.3％ 

１人当たり医療費と自己負担 
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年齢階級別の負担状況② 

○ 自己負担額に保険料負担を加えた場合の収入に占める負担の割合をみると、保険料の事
業主負担分を含めても、現役世代が約９～10％となっているのに対して、高齢世代が約８～
９％となっている。 

※１ 平成26年4月以降70歳に達した者から、自己負担割合は２割。 
※２ 一人あたり医療費、自己負担額は、各制度の事業年報等をもとに作成した平成24年度の値。 
※３ 平均収入額は、平成25年国民生活基礎調査（抽出調査）による平成24年の数値。 
※４ カッコ内の数値は、保険料について事業主負担分を除いた場合の数値。 

平均収入に対する負担（自己負担＋保険料）の割合 

年齢（負担割合） 平均収入（年） 自己負担＋保険料※４（年） 収入に対する自己負担＋保険料※４の割合 

75歳以上（１割、現役並み所得３割） 174万円 14.1万円 8.1％ 

70～74歳※１ 

法定２割 
(現役並み所得３割) 

202万円 

17.8万円 （16.8万円） 8.8％ （8.3％） 

１割凍結 

(現役並み所得３割) 
15.0万円 （14.0万円） 7.4％ （6.9％） 

65～69歳（３割） 236万円 22.0万円 （19.6万円） 9.3％ （8.3％） 

20～64歳（３割） 274万円 28.0万円 （16.8万円） 10.2％ （6.1％） 
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年齢階級別の１人当たり医療費・患者負担額及び保険料について 

（万円） （万円） 

※ 一人当たり医療費は、「医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）等により作成した平成24年度の数値。 
※ 一人当たり患者負担額及び保険料は、 「医療保険に関する基礎資料」（厚生労働省保険局）に基づき作成した平成24年度の数値。 

（歳） （歳） 

3.7  

2.7  

2.1  

1.6  

1.7  

2.1  

2.4  

2.7  

3.1  

3.8  

4.7  

5.9  

7.5  

9.0  

7.4  

6.4  

7.4  

7.9  

8.1  

8.5  

8.8  

0.5  

5.4  

10.6  

12.1  

13.4  

14.9  

16.0  

16.4  

15.1  

11.0  

10.7  

9.7  

7.3  

6.9  

6.2  

4.7  

3.9  

3.4  

0.4 

5.2 

10.3 

11.2 

12.4 

13.3 

14.5 

14.4 

12.4 

5.9 

2.4 

1.0 

0 10 20 30 40

1～4 
5～9 

10～14 
15～19 
20～24 
25～29 
30～34 
35～39 
40～44 
45～49 
50～54 
55～59 
60～64 
65～69 
70～74 
75～79 
80～84 
85～89 
90～94 
95～99 

100～ 

一人当たり患者負担額 

一人当たり保険料（本人負担分） 

一人当たり保険料（事業主負担分） 

22.3 

12.2 

8.7 

7.0 

7.3 

9.1 

10.8 

11.9 

13.5 

16.7 

21.2 

27.1 

35.5 

45.1 

61.1 

76.8 

91.0 

101.2 

108.3 

116.2 

119.0 

0 20 40 60 80 100 120 140

0～4 
5～9 

10～14 
15～19 
20～24 
25～29 
30～34 
35～39 
40～44 
45～49 
50～54 
55～59 
60～64 
65～69 
70～74 
75～79 
80～84 
85～89 
90～94 
95～99 

100～ 

0～14 

100～ 

5～19 

100～ 

5～19 
0～14 

一人当たり医療費 一人当たり患者負担額及び保険料 

○ 年齢階級別に、患者負担額に保険料を加えた負担の額をみると、現役世代の負担が多い。 
○ ただし、これは、高齢期に増加する医療費が、社会連帯の精神に基づく後期高齢者支援金

を通じて、現役世代の保険料によっても賄われていることによるもの。  
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医療及び介護における患者負担割合及び高額療養費自己負担限度額 

負担割合 月単位の上限額（円） 
年収約1,160万円～       
健保：標報83万円以上 
国保：旧ただし書き所得901万円超 

3割 

252,600＋ 
(医療費－842,000)×１%    
<多数回該当：140,100> 

年収約770～約1,160万円    
健保：標報53万～79万円 
国保：旧ただし書き所得600万～901万円 

167,400＋ 
(医療費－558,000)×１%    
<多数回該当：93,000> 

年収約370～約770万円     
健保：標報28万～50万円  
国保：旧ただし書き所得210万～600万円 

80,100＋ 
(医療費－267,000)×１%    
<多数回該当：44,400> 

～年収約370万円        
健保：標報26万円以下   
国保：旧ただし書き所得210万円以下 

57,600   
<多数回該当：44,400> 

住民税非課税 
35,400   

<多数回該当：24,600> 

現役並み所得者 
（年収約370万円～） 
課税所得145万以上 

負担割合 
外来 

（個人ごと） 
80,100＋（総医療費－

267,000）×1％ 
＜多数回：44,400＞ 3割 44,400 

一般（～年収約370万円)   
課税所得145万円未満(※1)（※２） 

1割 

12,000 44,400 

住民税非課税 
8,000 

24,600 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000 

現役並み所得者 
（年収約370万円～） 
健保：標報28万円以上 
国保：課税所得145万以上 

負担割合 
外来 

（個人ごと） 80,100＋（総医療費－
267,000）×1％ 

＜多数回：44,400＞ 3割 44,400 

一般（～年収約370万円） 
健保：標報26万円以下(※1) 
国保：課税所得145万円未満(※1)（※２） 

2割 
（※3） 

12,000 
（※４） 

44,400 
（※４） 

住民税非課税 
8,000 

24,600 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000 

※５ 世帯内の65歳以上の被保険者の収入＋その他の合計所得金額の合計額が346万円未満（世帯
内の65歳以上の被保険者が１人の場合は280万円未満）の場合も含む。 

※６ 世帯内の65歳以上の被保険者の収入の合計額が520万円未満（世帯内の65歳以上の被保険者
が１人の場合は383万円未満）の場合も含む。 

 

※１ 収入の合計額が520万円未満（1人世帯の場合は383万円未満）の場合も含む。 
※２ 旧ただし書所得の合計額が210万円以下の場合も含む。 
※３ 平成26年４月１日までに70歳に達している者は1割。 
※４ ２割負担の場合は62,100円（外来24,600円）とされていたが、平成26年４月より １割負担だった

際の限度額に据え置き。 
 

70
歳
未
満 

70
～
74
歳 

75
歳 

65
歳
以
上 

負担割合 
月単位の 

上限額（円） 

現役並み所得者 
課税所得145万以上 

 
 

2割 

44,400 
（世帯） 

 一定以上所得者 
 合計所得金額160万以上  

37,200 
（世帯） 

  
 合計所得金額160万未満 

 （※５） 
   

1割 

住民税非課税 
24,600 
（世帯） 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000 
（個人）等 

医 療 ※ 介護保険では、利用者負担割合における一定以
上所得者と、高額介護サービス費における現役並
み所得者について、異なる所得基準を用いて判定
しているが、医療保険との比較のために、それぞ
れの所得基準を便宜的に統合して表している。 
（生活保護被保険者等に係る月単位の上限額の区分については
便宜的に記載していない） 

介 護 

一般 
住民税課税者等

（※６） 
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高齢者の「現役並み所得」について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

医療保険 

介護保険 

75歳～ 後期高齢者医療 
世帯内のいずれかの被保険者の課
税所得が145万円※１以上の場合 

かつ 

世帯の被保険者全員の収入の合計額が520万円※２（世
帯の被保険者が１人の場合は383万円※２）以上の場合 

70～ 
74歳 

国民健康保険 
世帯内のいずれかの被保険者の課
税所得が145万円以上の場合 

世帯の被保険者全員の収入の合計額が520万円（世帯
の被保険者が１人の場合は383万円）以上の場合 

被用者保険 
被保険者の標準報酬月額が28万円
以上の場合 

被保険者及び被扶養者の収入の合計額が520万円（被
扶養者がいない場合は383万円）以上の場合 

高額介護サービス費に
おける現役並み所得者 

医療保険（70歳以上）の現役並み所得者に相当する者 

利用者負担における一
定以上所得者 

合計所得金額が160万円（単身で年金収入
のみの場合280万円）※１以上である場合 

か
つ 

年金収入とその他の合計所得金額の合計額が、単身で
280万円、２人以上世帯で346万円※２以上である場合 

※１ 65歳以上の被保険者の上位20％に相当する水準 
※２ 世帯内の65歳以上の被保険者の年金収入等の合計。280万円に国民年金の平均額（5.5万円）の年額を加えた額。       
    注 合計所得金額とは、収入から地方税法上の必要経費を控除した後の額をいう。 
    
 

※１ 平成16年度の政管健保の平均標準報酬月額に基づく平均収入額（夫婦二人世帯モデル：約386万円）から諸控除を控除し、課税所得として算出した額 
※２ 高齢者複数世帯又は単身世帯のモデルを設定し、その世帯の課税所得が145万円となる収入額を算出した額 
注１ 課税所得とは、収入から地方税法上の必要経費、所得控除等を控除した後の額をいう。 
注２ 国民健康保険と被用者保険における被保険者や被扶養者は70～74歳の者に限る。 

○ 現役並みの所得水準として、協会けんぽ（旧政管健保）の平均収入額を設定し、窓口負担や高額療養費の
負担区分の判定に用いている。 

○ 自己負担限度額（高額介護サービス費）の現役並みの所得基準は、医療保険と同様の基準を用いている。 
○ 一方で、利用者負担については、一定以上の所得水準（65歳以上の被保険者の上位20％相当）の者を２割

負担としている。 
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高齢者の高額療養費の自己負担限度額の考え方 

※過去12カ月に3回以上高額療養費の支給を受け4回目に該当 

自己負担限度額（１月当たり） 

外来(個人ごと) 

現役並み所得者 44,400円(⑤) 

 80,100円＋ 
（医療費－267,000円）×1% 

〈多数回該当※44,400円〉(①) 

一般 12,000円(⑥) 44,400円(②) 

低所得者 
住民税非課税 

8,000円(④) 

24,600円(③) 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 15,000円(④) 

[７０歳以上] 

①現役並み所得者については、現役世代との負担の均衡を踏まえ、70歳未満の一般の自己負担限度額
に合わせて設定。 

②一般の者については、高齢者には長期入院が多いこと等を踏まえ、70歳未満の一般の多数該当限度
額に合わせて設定。 

③70歳未満の低所得者の多数該当限度額に合わせて設定。 
④平成14年10月の１割負担導入時以降、据え置き。 
⑤現役並み所得者の外来の限度額は、一般の自己負担限度額と同額に設定。 
⑥一般の外来限度額は、患者毎の医療費分布をもとに、統計的な例外値である上位３％ラインにおけ
る患者負担の水準に設定。 

所得区分要件・限度額設定の考え方 
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高齢者の高額療養費における外来上限の考え方について 

○ 70歳以上の高齢者の外来上限は、平成14年10月から、それまで設けられていた外来の月額上限を廃止
し、定率１割負担の徹底を行った際に、 
① 高齢者は外来の受診頻度が若年者に比べて高いこと 
② 高齢者の定率１割負担を導入してから間もない（平成13年1月から実施）こと 
等を考慮して、設けられたもの。 

≪限度額設定の考え方≫ 
【現役並み所得者】 一般の自己負担額と同額に設定。 

【一般】 患者毎の医療費分布をもとに、統計的な例外値である上位３％ラインにおける患者負担の水準
（平成14年改正時12,000円）に設定。 

【低所得者】 自己負担限度額が一般のものに占める割合（平成14年改正当時61％）を踏まえ、一般の概ね
２／３の水準に設定。 

外来 
(個人ごと) 

自己負担限度額 

（１月当たり） 
 

現役並み所得者 44,400円 
 80,100円＋（医療費－267,000円）×1% 

〈多数回該当※44,400円〉 

※ 過去12カ月に3回以上高額療養費の支給を受け4回目に該当 

一般 12,000円 44,400円 

低所得
者 

住民税非課税 

8,000円 
24,600円 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000円 

［70歳以上の自己負担限度額（現行）］ 
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医療費の伸び率 

○ 後期高齢者医療の医療費全体の伸び率は2.4％（平成26年度）で、伸び率は鈍化傾向。 
○ また、一人当たり医療費でみると、他制度と比較して、更に伸び率は鈍化している。 

【医療費全体】 【一人当たり医療費】 

2.7  

1.7  1.7  

1.4  

2.8  

2.1  
1.9  

1.0  1.1  
0.5  

5.3  

4.3  

3.0  

3.7  

2.4  

3.6  

2.8  

2.0  
2.2  

1.9  

-0.5

0.5

1.5

2.5

3.5

4.5

5.5

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

3.9 

3.4 

1.9 

2.4 

2.0 

3.4 

2.3 

1.3 

1.3 

3.2 

2.3 

2.9 2.8 

2.2 

1.6 

-0.1 

1.3 

0.5 

-0.5

0.5

1.5

2.5

3.5

4.5

5.5

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

総計 

被用者保険 

国民健康保険 

後期高齢者医療 

国民健康保険 

出典：医療費の動向調査（平成26年度）をもとに高齢者医療課作成 
注. 【医療費全体】は、休日等の影響を補正した後の数値。       

(％) (％) 
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医療費の伸び率（入院・外来別） 

○ 後期高齢者医療の入院医療費の伸び率は2.2％（平成26年度）で、鈍化傾向。 
○ 外来医療費の伸び率は1.8％（平成26年度）で、鈍化傾向。 

7.6 

3.4 
2.9 

2.2 

2.2 

4.0 

5.6 

4.9 

1.8 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

入院 

外来 

(％) 

出典：後期高齢者医療事業状況報告（平成26年度）をもとに高齢者医療課作成 
注. 入院は、診療費及び食事療養・生活療養費（医科）の費用額。外来は、診療費及び調剤の費用額。   

後期高齢者医療制度における医療費の伸び率（入院・外来別） 
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医療保険制度別の実効給付率の推移 

（注１）予算措置による70歳～74歳の患者負担補填分を含んでいない。 
（注２）特定疾患治療研究事業、小児慢性特定疾患治療研究事業といった公費による医療費の自己負担の軽減は含まれていない。 29 

79.26 

77.31 

79.81 

92.3 

91.09 

91.97 

84.36 

82.79 

84.37 

77

79

81

83

85

87

89

91

93

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

（％） 

H14 70歳以上：定率１割（現役並み２割） 

H15 健保:２割→３割 

H18 70歳以上：現役並み:２割→３割 

H20 後期高齢者医療制度発足 
    70～74歳（凍結）/義務教育前：2割 

後期高齢者医療制度 
（老人保健） 

医療保険制度計 

若人計 

平成12年
度 



年齢階級別の１人当たり医療費及び平均収入について 

（万円） （万円） 

※ 一人当たり医療費は平成26年医療保険に関する基礎資料（厚生労働省保険局）による平成24年度の数値。 
※ 一人当たり平均収入額は、平成25年国民生活基礎調査（抽出調査）による平成24年の数値。 
※ 入院は、診療費及び食事療養・生活療養費（医科）の費用額。外来は、診療費及び調剤の費用額。歯科診療費や訪問看護等を含まないため、合計額とは一致しない。 

○ 一人当たり医療費は高齢になるほど上昇し、70歳代までは入院外の割合が高いが、80歳
代以降は入院の割合が高い。 

○ 75歳以上で国民医療費の約35％を占める。 

○ 一方で、一人当たり平均収入は50～54歳をピークに、高齢になるほど減少。 

（歳） （歳） 

1.7  

94.4  

186.4  

232.5  

267.5  

305.9  

336.8  

359.7  

330.1  

248.8  

236.0  

202.1  

184.4  

170.3  

162.3  

0 100 200 300 400

～19 
20～24 
25～29 
30～34 
35～39 
40～44 
45～49 
50～54 
55～59 
60～64 
65～69 
70～74 
75～79 
80～84 

85～ 85～ 

一人当たり医療費 一人当たり平均収入 

12.7 

17.1 

23.9 

32.9 

43.8 

55.9 

68.4 

80.3 

85.5 

19.3 

24.4 

32.6 

39.2 

42.8 

41.2 

36.3 

32.2 

29.8 

0 20 40 60 80 100 120

0～４ 
5～9 

10～14 
15～19 
20～24 
25～29 
30～34 
35～39 
40～44 
45～49 
50～54 
55～59 
60～64 
65～69 
70～74 
75～79 
80～84 
85～89 
90～94 
95～99 

100～ 

入院 入院外 

1.8 / 8.1 
1.7 / 5.7 

1.9 / 4.1 

1.9 / 4.0 

2.6 / 5.0 

3.1 / 5.9 

3.3 / 6.7 

3.7 / 7.8 

4.8 / 9.6 

6.6 / 12.1 

9.1 / 15.0 

8.2 / 13.1 

119.0 

116.2 

108.3 

101.2 

91.0 

76.8 

30 



100

120

140

160

180

200

220

240

260

280

300

S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25

７５歳以上 

７０歳以上 

６０～６９歳 

５０～５９歳 

４０～４９歳 

３０～３９歳 

２９歳以下 

75歳以上 

70歳以上 

50 ～59歳 

60 ～69歳 

40～49歳 

30～39歳 

29歳以下 

（万円） 

国民生活基礎調査（平成26年）を基に作成 

年齢階級別の平均収入額の推移 

○ 70歳や75歳以上の者が世帯主である世帯の一人当たり収入額は、近年、若干の低下傾向。 
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後期高齢者医療制度における年金収入別の被保険者数の分布割合 

後期高齢者医療制度被保険者実態調査報告（平成26年度）を基に作成 
※年金収入額とは、前年の老齢又は退職を支給事由とする公的年金等の収入金額（公的年金等控除前の額）をいう。 
※所得不詳の被保険者を除いて集計している。 

○ 後期高齢者医療制度の被保険者の年金収入（平均年額：約127万円）をみると、基礎年金
の満額水準（約80万円）以下の者が約４割を占めている。 

％ 

平均値 
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○ 年齢の上昇にしたがい、 
・ 平均傷病数及び通院率が増加 
・ 処方される薬剤数が増加 
・ 入院期間が長い患者の割合が増加し、１か月以上の入院は、75歳以上では３割を占める。 

年齢別平均傷病数と通院者率 

出典：平成25年 国民生活基礎調査を基に医療課で作成 

年齢別平均投薬数 

出典：社会保険医療診療行為別調査（平成２６年６
月審査分）第５０表 

年齢別の傷病数、投薬数、入院期間 

年代別にみた入院期間 
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通院者数（人口千対） 

平均傷病数 

※通院者率 
 ＝通院者数÷世帯人員数×1,000 

※ 通院者とは、世帯員（入院者を除く。）のうち、病気やけが
で病院や診療所、あんま・はり・きゅう・柔道整復師に通って
いる者をいう。（往診、訪問診療を含む。） 

※ 通院者には入院者は含まないが、分母となる世帯人員数
には入院者を含む。 
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○ 高齢になるほど、平均傷病数および通院者
率は増加する。 

平均傷病数 
通院者率（人口千対） 

○ 高齢になるほど、投薬される薬剤数が増
加する。 

出典：患者調査（平成26年） 

○高齢になるほど入院期間が長い患者の割合
が増加する。 

○1か月以上の入院は、75歳以上では３割を占
める。  

平均投薬数
（入院外） 

第311回 中央社会保険医療協議会（平成27年11月６日） 資料を一部改変 

80.9% 

68.1% 

53.2% 

10.3% 

17.0% 

20.7% 

6.8% 

11.3% 

19.2% 

1.3% 

2.3% 

4.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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未満 

65～

74歳 

75歳

以上 

０～１４日 １５～３０日 １～３月 

３～６月 ６月以上 不詳 
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高齢者の心身の特性（疾病特性等） 

○ 疾病全体で見ると、入院受療率は後期高齢期になって増加する傾向にあり、また、外来受
療率は壮年期から加齢に伴い増加する傾向にある。 

出典：患者調査（平成26年） 

年齢階級別の受療率（外来） 年齢階級別の受療率（入院） （人口10万対） 
（人口10万対） 
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入院の受診動向及び年代別にみた在院期間等 

出典：医療給付費実態調査（平成25年度） 
（注）名寄せしたレセプトについて、平成25年度中に

入院が発生した場合は「入院あり」となる。 

○ １年のうち入院したことのある患者の割合は、被用者保険及び国民健康保険では10％未
満であるのに対し、後期高齢者医療は25％となっている。 

○ 高齢になるほど在院期間は長くなり、平均在院日数も長くなっている。 

入院

あり 

5% 

入院

なし 

95% 

協会（一般） 入院

あり 

4% 

入院

なし 

96% 

組合健保 

入院

あり 

8% 

入院

なし 

92% 

国民健康保険 

入院

あり 

25% 
入院

なし 

75% 

後期高齢者医療 

年間で入院した患者の割合 
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80.9% 

68.1% 

53.2% 

10.3% 

17.0% 

20.7% 

6.8% 

11.3% 

19.2% 

1.3% 

2.3% 

4.1% 

0.7% 

1.3% 

2.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

65歳未満 

65～74歳 

75歳以上 

０～１４日 １５～３０日 １～３月 ３～６月 ６月以上 不詳 

47.5日/人 

年代別にみた在院期間及び平均在院日数 

出典：患者調査（平成26年） 
（注）１．平成26年９月に退院した患者について、その入院期間を集計したもの（抽出、推計値）。 

２．年代別に見た平均在院日数は、患者調査（平成26年度）による推計退院患者数及び退院患者の平均
在院日数を基に高齢者医療課で推計したもの。 

31.7日/人 

18.9日/人 



外来の受診動向 

出典：医療給付費実態調査（平成25年度） 
（注）１．集計対象は、協会（一般）、組合健保、国民健康保険及び後期高齢者医療の加入者である。 
   ２．同一医療保険制度内の同一の者に係るレセプトを合計し、個人単位のデータにして集計(「名寄せ」)したものから、平成25年度において１年間のうち外来

を受診したことのある月の数を集計したもの。 
    ３．加入者数は、データの提出のあった保険者の加入者数の合計である。 

○ 後期高齢者医療では、９割以上が年１回以上外来受診しており、うち５割弱の者が毎月
診療を受けている。 

○ 外来診療を受けた者のうち受診月数が２月以下だったのは、被用者保険及び国民健康
保険では約３割であるのに対し、後期高齢者医療は１割。 

年間で外来受診した患者の割合 受診ありの者の受診月数 
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後期高齢者の疾患保有状況（慢性疾患） 
 ○ 後期高齢者の８６％は、外来で何らかの慢性疾患を治療 
 ○ 後期高齢者の６４％は、２種類以上の慢性疾患を治療 

外来治療中の慢性疾患 多病の状況 

○ 疾患併存の頻度（ネットワーク分析） 
内科系疾患（高血圧症・脂質異常症・胃・十二指腸潰瘍）の
他、筋骨格系疾患の併存も多い 

○ 慢性疾患８種類の一人あたりの保有個数の内訳 
慢性疾患を２種類以上抱える者は80歳代で最も多く、そ
の後は減少する 
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○ 疾患別治療患者の割合（有病率） 
８６％の後期高齢者は、いずれかの慢性疾患を治療して
いる 
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認知症 

○ 年齢階級別にみた有病率の違い 
高齢になるほど認知症が増える 

※ 分析の前提：東京都後期高齢者医療の平成25年9月から平成26年7月の外来レセプトから、「レセプト病名あり」かつ「対象医薬品処方あり」の医科及び調剤レセプトを抽出して分析。 
   出典：「東京都後期高齢者医療にかかる医療費分析結果報告書」 東京都後期高齢者医療広域連合（東京都健康長寿医療センター取りまとめ） 
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内訳 

１３．７％ 

２２．２％ 

２６．０％ 

２１．１％ 

１７．１％ 

 （２種類以上再掲）   ６４．１％ 
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 高齢者においては、加齢に伴い、自身の服薬行動や医師による薬物治療の提供
に影響が出る。 

高齢者の特徴 服薬行動・薬物治療への影響 

疾患上の要因 

複数の疾患を有する 
• 多剤服用 
• 併科受診 

慢性疾患が多い • 長期服用 

症候が非定型的 
• 誤診に基づく誤投薬 
• 対症療法による多剤併用 

機能上の要因 

臓器予備能の低下（薬物動態の
加齢変化） 

• 過量投与 

認知機能、視力・聴力の低下 
• コンプライアンス低下 
• 誤服用 

社会的要因 過少医療 • 投薬中断 

出典：高齢者の安全な薬物療法ガイドライン2005（日本老年医学会） 

高齢者の疾患・病態上の特徴 

第311回 中央社会保険医療協議会（平成27年11月６日） 資料を一部改変 
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